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Ⅰ　緒　言

国内には明治以前に築造された堤高 15m以上のフィ

ルダムは約 400箇所あるとされているが1），その多くは

老朽化が進み堤体の安定性不足や漏水等により早急な改

修を必要とされている。しかし，最近ではダム近傍で堤

体安定に必要な強度と貯水機能を満足する遮水性を有す

る築堤土を入手することが難しく，改修が計画的に進ま

ない状況にある。一方，このようなダムの貯水池内には

貯水量低下や水質悪化の原因となる底泥土などが堆積し

除去処分が必要となっている。この状況はため池（堤高

H＜15m）の場合と同様であるが，堤体規模が大きく改

修に大量の築堤土を必要とするフィルダムの方がより深

刻である。

筆者らは，これまでに，ため池を対象に池内に堆積し

た底泥土を固化処理して築堤土に有効活用し，堤体の補

強や漏水防止のための傾斜遮水ゾーンを築造する砕・転

圧盛土工法を開発し2)～5)，数箇所のため池の改修に適用

してきた6)～8)。本工法は堤体改修と底泥土の除去処分を

同時に達成できること，所要の強度を有する築堤土を人

工的に製造できるので急勾配法面での改修ができるなど

の利点を有している。

老朽化したフィルダムは堤高 H=30m未満の比較的小

規模なものが大部分であり，ため池と同じように均一型

かあるいはこれに近い堤体構造をしており，ため池で採

用される改修法がそのまま適用できるものと考えられ

る。筆者らは本工法をフィルダムの堤体改修に適用する

ために，固化処理した底泥土による新設堤体と既設堤体

との間に極端な強度や変形性の差が生じないような堤体

構造（ゾーニングパターン）を提案してきた9), 10)。しか

しながら，本工法の設計法は堤高の小さいため池を対象

としたため，堤体安定に必要な固化処理底泥土の強度と

して内部摩擦角φ’を無視して粘着力 c’だけを考慮した

強度パラメータ導入法や，c’と一軸圧縮強さ quの関係

を c’=qu/2としているなど，フィルダムのような堤高の

大きい堤体に適用するには土質力学的に不合理な面があ

る。

そこで，本論文ではフィルダムの堤体補強を行う場合

を想定し，堤体安定に必要な固化処理底泥土の強度とし

て三軸圧縮試験による（c’,φ’）だけを使用する新しい

設計法を提案し，その適用法を実際の事例を通して説明

するものである。
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Ⅱ　砕・転圧盛土工法の概要2)～5)

砕・転圧盛土工法は，Fig.1に概念的に示すように，

ため池やフィルダムの堤体改修と池内の底泥土の除去処

分を同時に達成するために，底泥土を所要の強度と遮水

性を有する築堤土になるようにセメント系固化材により

土質改良することで製造して堤体の補強や漏水防止のた

めの築堤を行うものである。この築堤は一定期間 tSだけ

固化させた底泥土（これを初期固化土という）を規定の

最大粒径 Dmaxで解砕して，さらにこれを通常の築堤土

と同様に均一に撒出し，一定層厚に敷均してから転圧し

て1層毎に行うものである（これを砕・転圧土という）。

砕・転圧土は初期固化期間 tSと解砕・転圧後の期間

tCCを合わせた t=tS＋tCCが全養生期間になるが，tSは解

砕・転圧後の再固化強度に影響する。また Dmaxは遮水

性と強度の両方に影響し，Dmaxの大きい砕・転圧土ほど

強度が大きく，透水係数も大きくなる。このため，砕・

転圧土により所要の強度と遮水性を有する堤体を築造す

るには tSや Dmaxを適切に管理することが必要であり，

この点が一般の土質改良工法と異なる点である。

従来，単なる底泥土の固化処理（ここでいう初期固化

土）は強度を固化材添加量 ∆WCの加減により容易に制

御できるが，通常の築堤土に比較して破壊ひずみが小さ

く脆性的なひずみ軟化型の応力～ひずみ特性にあるた

め，既設堤体との間の極端な強度や変形性の相違に起因

するクラックが生じやすく貯水用の堤体には使用できな

かった。砕・転圧盛土工法は，固化処理土を築堤土とし

て使用する場合の問題を，初期固化させた底泥土を固化

途上中に解砕して通常の築堤土と同様に転圧して築堤す

ると，再固化時の応力～ひずみ特性が通常の築堤土に近

いひずみ硬化型になる性質を利用して既設堤体との密着

性（なじみ）を良くしたものである。

Ⅲ．砕・転圧盛土工法によるフィルダム堤体改修法

フィルダム堤体の改修を砕・転圧盛土工法により行う

には，以下に示すようなため池堤体に比較した場合の相

違点を考慮しなければならない9), 10)。

１　粒度による底泥土の使い分け

フィルダムではため池に比較して貯水池内に堆積して

いる土砂の粒度が池内の場所で大きく異なる場合が多

い。ため池は一般に平地に設けられ，流入河川が小規模

で勾配も緩く，また貯水池も小さいことが多い。このた

め，池内に堆積する底泥土がほとんどシルト・粘土のよ

うな細粒分からなる高含水比土となることが多く，強度

を含水比だけで管理することが可能である。一方，フィ

ルダムでは貯水池が大きく，中山間地のような傾斜地に

設けられ，流入する河川の水量が多く勾配も急なことが

多い。このため，洪水時には貯水池内に砂礫のような粗

粒土砂が流れ込むこともあり，堆積する底泥土は池内の

位置により異なり，河川流入部に近い場所では砂礫等の

粗粒分を多く含む低含水比土になりやすいが，堤体に近

い場所では砂礫分が流れ込みにくく細粒分の多い高含水

比土になりやすい。したがって，フィルダムでは粗粒か

ら細粒までの広範囲な粒度と含水比をもつ底泥土を使用

することになり，固化処理時の強度管理には含水比だけ

でなく粒度の影響も考慮すること，また粗粒分の多い底

泥土ほど少ない固化材で高強度を達成できるものの、遮

水性を確保しにくくなることに注意しなければならな

い。

そこで，本工法によりフィルダムの堤体を改修するに

は，Fig.2に概念的に示すように，堤体を急勾配法面で

も安定化できる強度を要する堤体部（シェルゾーン）と

貯水機能を果たすための遮水性を要する堤体部（コアゾ

ーン）とにゾーニングして築造するものとする。つまり，

河川流入部付近にある粗粒分を多く含む底泥土はシェル

ゾーン築堤のための強度主体の砕・転圧土として，また

堤体に近い細粒分の多い底泥土はコアゾーン築堤のため

に強度よりも遮水性を重視した砕・転圧土とするなど底

泥土の粒度により使い分けることを基本とする。

２　固化処理した底泥土（砕・転圧土）の破壊規準

砕・転圧土のような固化処理土の強度は，通常の築堤

土のように密度や土粒子間のかみ合わせによるものでは

農業工学研究所　報告第 45号 （2006）2

Fig.1 砕・転圧盛土工法の概念図

Conceptual diagram of embankment method using cement-mixed muddy soil

Fig.2 フィルダム堤体改修の基本形式

Basic type in repairing of fill-dam embankment using cement-mixed muddy soil



なく固化材による化学的な固結強度が主要な役割をして

おり，強度パラメータはその固結強度により規定される

ことになる。つまり，砕・転圧土の強度は低応力レベル

では粘着力成分c'が卓越し内部摩擦角φ’ は小さいが，

応力レベルが固結強度を超えその固結構造が降伏あるい

は破壊するように高くなり，Fig.3に概念的に示すσ’IP

（後述する固結構造降伏応力）を超えると，c’成分が低

下しφ’成分が卓越した摩擦性材料に変質し，破壊規準

はσ’IPを境に傾きの異なる 2本の直線からなるバイリニ

ア型として扱う方が合理的になる11)。

ため池は規模が小さく，安定計算で対象となるすべり

面上での応力領域σ’SDが上述の固結構造を破壊するよ

うな応力レベルσ’IPより低い範囲（σ’SD≦σ’IP）にあるこ

とが多いので，砕・転圧土の強度は通常の土質改良工と

同じ扱い12)にならってφ’を無視してc’だけを考慮する

ことが可能であった4), 5)。これに対して，フィルダムで

はため池に比較して規模が大きく，Fig.3に概念的に示

したように，堤体内を通るすべり面での応力領域σ’LD

がσ’IPを超える範囲（σ’LD＞σ’IP）まで高くなることが

あり，この場合の破壊規準はσ’≦σ’IP（LP）だけでな

くσ’＞σ’IP（HP）の領域も含めてバイリニア型破壊規

準としてφ’の影響を考慮すべきである。このためフィ

ルダムで使用する砕・転圧土はため池の場合よりも広範

囲な応力領域での強度パラメータが必要とされる。

３　強度ゾーニングによる堤体築造

フィルダムはため池よりも規模が大きいことから，一

般に堤体安定に必要な砕・転圧土の強度を高いレベルに

設定しなければならない。このため，砕・転圧土による

新設堤体部と既設堤体部との間に生じる極端な強度や変

形性の相違に起因した影響を緩和するための対策が必要

となってくる。この方法として，新設堤体部と既設堤体

部との間で強度や変形性が急変しないように強度ゾーニ

ング，すなわちFig.4 に示す水平強度ゾーニングや，

Fig.5に示す傾斜強度ゾーニングをして築堤することが

考えられ，これらは堤高 Hに応じて以下のように使い

分けられよう。

ａ）堤高が小さい場合（15m≦H＜20m が目安）

水平ゾーニングは，Fig.4に示すように，砕・転圧土

部をコアゾーンだけにして，その中の強度を堤体の高さ

方向に段階的に変化させるもので，堤体下層部ほど堤体

安定上有利なように高強度レベルの砕・転圧土により，

地震時に堤体が大きな変形して極端な強度や変形性の相

違の影響が大きい堤体上層部ほど低強度レベルの砕・転

圧土により築造するものである。また，このゾーニング

はコアゾーンとシェルゾーンに分けて傾斜ゾーンとする

Fig.2に示したような基本形と異なるが，堤高がこの範

囲の堤体では堤体安定に必要な強度がそれほど高くな

く，遮水性を満足させつつ強度も確保できると考えられ

る。そして，このゾーニングは同一築堤面において 1種

類の配合の砕・転圧土で施工でき，規模の小さい堤体工

事に適しているといえる。

なお，この水平強度ゾーニングの考えかたは貯水容量

の減少を抑えるために急勾配法面にする必要性があった

三重県にある北谷池の堤体改修工事8)において採用され

ている。

ｂ）堤高が大きい場合（20m≦H＜30m が目安）

堤高がさらに大きい堤体では，急勾配で堤体を安定さ
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Fig.3 フィルダムとため池における安定計算で対象となる

応力領域の比較

Comparison of stress range in slope analysis between fill-dam and small

earth dam

Fig.4 水平強度ゾーニング（15m≦H＜20m）

Horizontal zoning in low embankment (15m≦H＜20m)

Fig.5 傾斜強度ゾーニング（20m≦H＜30m）

Slope zoning in high embankment (20m≦H＜30m)



せるために砕・転圧土の強度レベルが高くなるので，遮

水性を満足させながら強度を確保することが難しい。こ

のため，堤体改修は堤体を，Fig.5に示すように，あた

かもロックフィルダムのコアゾーン，フィルター，ロッ

クゾーンのように段階的に強度レベルを高くして傾斜ゾ

ーニングすることが考えられる。コアゾーンは強度より

も遮水性を満足するように細粒底泥土から製造した低強

度の砕・転圧土により，シェルゾーンは遮水性よりも強

度を重視した粗粒底泥土から製造した高強度の砕・転圧

土により，そしてこれらの間に緩衝ゾーンとして両者の

中間の強度をもつトランジションゾーンによりそれぞれ

築造するものとする。こうすることで，既設堤体からコ

アゾーンさらにはシェルゾーンへと強度が高くなるが，

極端な強度と変形性の相違を少なくすることができる。

Ⅳ　西大谷ダム堤体補強工事の事例

１　堤体の補強と漏水防止計画の概要

西大谷ダムは 1959年に静岡県西部の洪積台地の丘陵

地に築造された洪水調節用防災ダムである。このダムは

築造以来 40年以上経過し，老朽化により堤体が漏水等

により地震時の安定性が不足していただけでなく，貯水

池内には堤体付近のシルト・粘土分のような細粒分の多

い底泥土から河川流入部付近の礫質土までの約 41,000m3

（底泥土約 25,000m3）が堆積し，貯水容量の不足により

効率的な洪水調節機能が低下していた。また，取水トン

ネルの損傷や洪水吐の通水能力が不足するなど全面的な

改修が必要とされていた。そこで，堤体の耐震補強と漏

水防止のための傾斜遮水ゾーンの築造，さらに洪水吐の

全面改築と取水トンネルの補修を行うことになった。

しかしながら，このダムでは堤体の安定性確保に必要

な強度と貯水のための遮水性を満足する築堤土が近傍で

入手できなかったこと，また池内の底泥土の処分地も確

保できなかったので，堤体補強と底泥土の除去処分が同

時に可能な砕・転圧盛土工法を採用することになった。

２　堤体のゾーニング

西大谷ダムはダム便覧13)に登録されたダムであるが，

堤高が 15mをわずかに下回っていること，堤体構造が

中心コア型ではあるがコアゾーン（C1，C2）とランダ

ムゾーン（B）では同じような築堤土からなり、ほとん

ど均一型であることから，ため池で採用される傾斜遮水

ゾーンによる堤体補強と漏水防止ができるとして土地改

良事業設計指針「ため池整備」14)に準拠して改修するこ

とにした。

改修後の堤体構造は上記指針に規定された傾斜遮水ゾ

ーン型堤体の標準寸法表における堤高 H=10～15mの範

囲に入り，かつ池内に堆積した底泥土や，既設堤体から

の掘削発生土や池上流側の河川流入部付近に堆積した礫

質土を可能な限り堤体工事に使用して場内処分できるよ

うに決めた。つまり，堤体は Fig.6に示す標準断面のよ

うに Fig.5に示した傾斜強度ゾーンニングとし，コアゾ

ーンは遮水性の高い固結シルト層（OC）を約 50cmま

で掘り下げた位置から止水トレンチ①1と傾斜遮水ゾー

ン①2として固化処理した底泥土による砕・転圧土によ

り築堤したが，その外側のシェルゾーンは半透水ゾーン

②1として既設堤体土や池上流部の礫質土によりそれぞ

れ築造した。また，下流側法面は降雨によるガリ侵食な

どにより断面不足となっていたので，上流側法面と同様

に半透水ゾーン②2として築造し，さらに浸潤面が法面

途中に現れないように法尻部にドレーンを設けた。コア

ゾーンや上・下流のシェルゾーン②1，②2は Fig.2に示

した基本形のように砕・転圧土だけにせずに，半透水ゾ

ーンとして既設堤体からの掘削発生土や池上流側礫質土

で築造したのは以下の理由による。それは利用できる底

泥土量が傾斜遮水ゾーンでほぼ使い切ってしまうこと，
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Fig.6 西大谷ダム堤体の計画標準断面（傾斜遮水ゾーンによる堤体補強と漏水防止）

Cross section of Nishi-ohya dam adopting embankment reinforcement and leakage prevention by cement-mixed muddy soil



シェルゾーンには既設堤体の掘削発生土を流用でき，ま

た池上流側の礫質土も第Ⅷ章で後述するように既設堤体

土とほぼ同様な粒度と締固め特性を有しシェルゾーンに

利用できたからである。したがって，シェルゾーンは強

度制御が可能な砕・転圧土ではなく堤体掘削土や上流側

礫質土を使用したため比較的緩い勾配になった。

西大谷ダム堤体の補強工事実施前・後の仕様を Table

1 に示す。また，堤体補強工事の開始直前の状況を

Photo.1に，補強工事終了してほぼ満水位状態まで貯水

した状況を Photo.2にそれぞれ示す。

Ⅴ　室内配合試験

１　底泥土の粒度特性

砕・転圧盛土工法により築堤土として使用した底泥土

は堤体から上流に約 100m（左岸側では 150m）までの広

さ約 20,000m2（層厚 0.5～1.6mで平均約 0.9m）に堆積

した底泥土Ⅰ03と，この区域より上流の右岸側に堆積し

た底泥土Ⅰ03よりもやや粗粒の底泥土Ⅱ03である。配合

試験はこれら 2種類の底泥土について実施したが，試験

結果は使用量の 8割以上を占める底泥土Ⅰ03の試験結果

のみを示す。底泥土は堤体改修工事の開始直前に採取し，

混入していた枯れ葉や木片などの異物を 9.5mmフルイ

に通過させて取り除いてから配合試験に使用した。

底泥土の粒度曲線は Fig.7に示すが，底泥土Ⅰ03は細

粒分含有量 FCが約 90％以上であったが，底泥土Ⅱ03は

FC≒40％と底泥土Ⅰ03よりも細粒分が少なくかなり粗粒

側にあった。また，池上流側の河川流入部には第Ⅷ章で

後述する Fig.27に示すように礫質土が堆積している。

このように池内には底泥土から砂礫土まで粒度の大き

く異なる土砂が堆積していることがわかる。配合試験時

の底泥土の含水比は実施工で想定される値を基準含水比

wOとするが，底樋の補修や洪水吐の改築のための工事

期間中約 2年間池を空にしたことから，実施工において

もこの状態に近いように考えられたので，採取時の wn

をそのまま wO=wnとした（底泥土Ⅰ03はwn≒72％，底泥

土Ⅱ03は wn≒32％）。なお，実施工での底泥土Ⅰ03と底

泥土Ⅱ03の区別は堆積位置だけでなく wと FCを確認す

ることで判断した。

２　初期固化土と砕・転圧土の強度特性

固化材は底泥土のような高含水粘性土の固化処理に適

したセメント系固化材（一般軟弱土用）を使用した。固

化材添加量は底泥土の湿潤状態での密度ρtに対する質

量 ∆WC（kg/m3）で表示する。底泥土のρtはヘドロや泥

土について整理されたρt～w関係15)を利用して推定し，
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Table 1 西大谷ダムの補強前後の堤体仕様

Specification of Nishi-ohya dam embankment

堤体仕様 補　強　前 補　強　後

堤体形式 中央遮水ゾーン型 傾斜遮水ゾーン型

堤　高（m）
14.1

14.6
（ダム便覧では15.1）

堤　長（m） 188.0 188.0

堤体積（m3） 77,000 87,000

貯水量（m3） 289,000 316,000

砕・転圧土築堤量（m3） ―― 約21,000

流用土築堤量（m3） ―― 約11,000

法面勾配
上流 1：2.5（小段なし） 1：2.5（小段あり）
下流 1：2.0 1：2.1～2.3

その他の改修 ――
取水トンネルの補修,

洪水吐の改築

Photo.1 補強工事実施前の堤体の状況

Condition of embankment before reinforcement work

Photo.2 補強工事実施後の堤体の状況

Condition of embankment after reinforcement work

Fig.7 配合試験に使用した底泥土の粒度曲線

Gradation curves of muddy soil used in this test program



底泥土Ⅰ03では w=wOにおいてρtⅠ=1.57g/cm3とした。

底泥土への固化材の添加は実施工と同じ水・固化材比

w/c=1.0のスラリー状態にして加え，初期固化土や砕・

転圧土の供試体はこれまでの本工法の基礎的研究2)で採

用した方法により作製した。

底泥土Ⅰ03の初期固化土の養生日数 t=tS=10日目の強

度 (qu)IS10（添字の IS は初期固化土であること，10 は

t=10日目の強度であることを表す）に及ぼす ∆WCと w

の影響を調べるために，Fig.8に ∆WCを ∆WC=75，100，

150，200kg/m3と変え，wを wO=72％とこれを中心に乾

燥あるいは加水して w=60％，90％の 3種類に含水調整

した底泥土の試験から得られた (qu)IS10～w関係を示す。

(qu)IS10～w関係は (qu)IS10を w=wO時の強度 aにより，w

を wOにより正規化して両対数グラフ上にプロットする

と，底泥土の種類や ∆WCによらず直線

(qu)IS10=a・(w/wO)
b

(b=－1.37) （1）

によりほぼ近似できることがわかっている4)。図中の曲

線は上式によるものであるが，比較的良い近似となって

いる。施工中における固化処理した底泥土の強度に及ぼ

す wの影響は式（1）により考慮し，固化前の wと wO

の差に応じて第 6 章で後述する式（9）により ∆WCを加

減した。

次に，砕・転圧土の強度特性を知るために，底泥土Ⅰ

03（w=wO）の ∆WC=100kg/m3による初期固化土の (qu)IS～

tS関係（●印）と，この初期固化土を tS=1，3，5，7日

目にそれぞれ解砕・転圧した砕・転圧土の (qu)CC～ t

（=tS+tCC）関係（◇，○，□，△印）を比較した結果を

Fig.9に示す（添字の CCは砕・転圧土であることを表

す）。図中の左半分黒塗りの記号は初期固化土を解砕・

転圧した直後 tCC=0日目の強度 (qu)CC0を示すが，これは

築堤面上の施工機械のトラフィカビリティーに関係する

強度で，tSが短いほど低くなる。図から，砕・転圧土の

強度 (qu)CCは初期固化状態の値 (qu)ISよりも小さく，tSに

よる影響が大きいことがわかり，tSが短い方が解砕・転

圧直後の強度 (qu)CC0は低いものの再固化強度が高いこと

がわかる。このことは初期固化土からの解砕・転圧によ

る強度低下程度を Fig.10に示す t=tS+tCC=28日目におけ

る強度比

R=(qu)CC/(qu)IS (t=28日 ) (2)

により定義したRと tSの関係からわかる。
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Fig.8 底泥土Ⅰ03による初期固化土の (qu)IS10～w関係

Relation between (qu)IS10 and w of initial-stabilized soil

Fig.9 底泥土Ⅰ03の砕・転圧強度 (qu)CCに及ぼす tSの影響

Effect of tS on strength (qu)CC of crushed and compacted soil

Fig.10 砕・転圧による強度低下に及ぼすtSの影響

Effect of tS on strength reduction by crushed and compacted process of

initial stabilized soil



したがって，底泥土を砕・転圧土として使用するには

初期固化時の tSを適切に選択しなければならない。tSが

短いと初期固化土の解砕・転圧による強度低下が少なく

固化効率が良いが，(qu)CC0が低くトラフィカビリティー

の確保が難しく施工性に問題がある。一方，tSが長くな

ると (qu)CC0が高く施工性も良いが，初期固化土の解砕・

転圧による強度低下が著しく，同じ強度を確保するのに

∆WCが増えるなど固化効率が悪い。そこで，本工法で

は施工性や固化効率を考え，強度低下傾向が鈍くなりは

じめ，かつある程度のトラフィカビリティーが期待でき

る tS=3日を標準とした4), 5)。この tS=3日に対応する底泥

土Ⅰ03の強度低下比 R3は，Fig.10から R3≒0.49となる。

３　三軸圧縮試験による強度・変形特性

Fig.11には，∆WC=100kg/m3で固化させた底泥土Ⅰ03

からなる砕・転圧土（t=tS＋tCC=3＋7=10日）について圧

密応力範囲σ3C=25～392kN/m2で 5段階のσ3Cにおいて

実施した圧密・非排水三軸圧縮試験による偏差応力 q

（=(σ1－σ3)），過剰間隙水圧 uと軸ひずみε1の関係を

示す。図中には固結強度の指標である一軸圧縮強さ

(qu)CCの値を示してある。この図から，応力～ひずみ曲

線はσ3Cの値により異なり，これがある値よりも低い領

域ではσ3Cによる qの相違が少ないが，ある値よりも高

くなるとσ3Cの値に応じて qが増加することがわかる。

そこで，σ3Cが応力～ひずみ曲線に及ぼす影響を固結

強度 (qu)CCに関連させて調べるために，∆WCを変えた

砕・転圧土のよる応力～ひずみ曲線から求めたピーク値

qmax=(σ1－σ3)max（qmaxが現れない場合にはε1=15％時

の偏差応力値 q15=(σ1－σ3)15）とσ3Cを (qu)CCにより正

規化したq/(qu)CC～σ3C/(qu)CC関係を Fig.12に示す。図か

ら，この関係は ∆WCによらず傾きの異なる 2本の直線

で近似でき，その交点でのσ3Cの値を (σ3C)IPとおくと，

σ3C=(σ3C)IPを境に qmaxとσ3Cの関係が異なることがわ

かる。これは前述したあるσ3Cの値を境に応力～ひずみ

曲線がσ3Cから受ける影響程度が異なっていたことと対

応しており，σ3C≦(σ3C)IP領域での強度はそれが有して

いる固結構造の強度により決まりσ3Cの影響は少ない

が，σ3Cが (σ3C)IPを超えると固結構造が降伏し，発揮

される強度 q は内部摩擦角φ’ にも関係するようにな

り，このσ3Cに応じた値を発揮するためと考えられる。

このことから，(σ3C)IPを固結構造の降伏応力と称するこ

とができ，(σ3C)IPの値は q/(qu)CC～σ3C/(qu)CC関係の 2直

線の交点から求めることができ，砕・転圧土の (qu)CCの

値に深く関係している。

以上からわかるように，応力～ひずみ曲線は固結強度

に，つまり試験時のσ3Cに深く関係するので，強度パラ

メータはσ3C影響を考慮して求めなければならない。

Fig.13には Fig.11に示した砕・転圧土の q=qmax（ある

いは q15）時における有効応力表示でのMohrの応力円を

示す。図には，既述の q/(qu)CC～σ3C/(qu)CC関係を近似し

た 2直線の交点より求めた (σ3C)IPの値から，σ3C≦(σ

3C)IPの低応力領域（LP）にある Mohrの応力円（No.1～

No.3）と，σ3C＞(σ3C)IPの高応力領域（HP）にある

Mohr の応力円（No.4～No.5）のそれぞれについて

Mohr-Coulombの破壊規準を考えたバイリニア型破壊規

準から強度パラメータを求めたもので，LP 領域では

（(c’)CC
LP，(φ’)CC

LP），HP領域では（(c’)CC
HP，(φ’)CC

HP）

のようにそれぞれ表示した。また，Fig.3に概念的に示

したすべり面上の有効応力表示での固結構造降伏応力

σ’IPは Fig.13に示したMohrの応力円図の LP側破壊規

準線と HP側破壊規準線との交点になる。図から，砕・

転圧土の強度パラメータはσ 3C の影響を考慮せずに

Mohr-Coulomb型の 1本の破壊規準線から求めると，σ

3Cの影響を受けにくい LP領域では c’を過小評価してし

まい，逆にσ3Cの影響を受ける HP領域ではφ’を過小
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Fig.11 各応力レベルσ3Cにおける応力～ひずみ関係

Stress and strain curves in various confining stress σ3C by triaxial

compression test

Fig.12 q/(qu)CC～σ3C/(qu)CC関係

Relation between q/(qu)CC and σ3C/(qu)CC in triaxial compression test



評価してしまうことがわかる。Fig.14には以上のように

求めた強度パラメータと ∆WCの関係を示すが，図から

以下のことがわかる。(c’)CC
LP，(c’)CC

HPはそれぞれ ∆WC

に比例して増加し，ほぼ直線で近似できる。

∆WC=α＋β・(c’)CC
LP

(3a)

∆WC=α’＋β’・(c’)CC
HP

(3b)

一方，(φ’)CC
LP，(φ’)CC

HPは ∆WCによらずほぼ一定と

なっているが，これは砕・転圧土が強度成分のうち多く

の部分を固結強度に依存しているためである。

また，Fig.15はσ’IPと(c’)CC
LPの関係を示すが，両者間

には直線関係が認められ

σ’IP≒1.55・(c’)CC
LP

(4)

で近似できる。図中の●印は後述する実施工で採取した

コア供

試体の試験から得られた Fig.25の点を示す。

Ⅵ　フィルダムにおける砕・転圧盛土工法の設計法

１　新しい設計法の提案

セメント系固化材により固化処理した底泥土の強度は

養生日数 tとともに増加してゆくが，その傾向は Fig.9

に示したように 1週間程度までに急増し t=10日以降急

激に鈍化してくる2)。そこで，本工法における目標強度

は増加傾向が急減し始める t=10日目の値で，つまり初

期固化土では固化材を添加・混合してから t=tS=10日目

の強度で，砕・転圧土では t=10日から解砕・転圧まで

の初期固化日数 tSを差し引いた解砕・転圧後からの日

数 tCC，tS=3日の場合には tCC=t－tS=10－3=7日目の強度

により設定することにしている4), 5)。

Fig.16にフィルダムにおける目標強度の設定とこれを

現場で達成するための固化材添加量 ∆WC=∆WC*を決定

するまでの手順（これを LD設計法という）を示すが，

これは左右二つの手順から構成される。左側の手順では，

安定計算により求まる堤体全体が所要の安全率 FS≧1.2

を満足して安定するのに必要な砕・転圧土部の強度を求

めるもので，三軸圧縮試験による強度パラメータ

（(c’)CC ，(φ’)CC）により設定される（c’，φ’の添字

CCは砕・転圧土であることを表す）。右側の手順では，

築堤時における転圧ローラなどの施工機械のトラフィカ

ビリティーを確保するために必要な強度を求めるもの

で，一軸圧縮強さ (qu)CCにより与えられる。このように，

2種類の強度がそれぞれ意味の異なるもので設定される

ため，両者を直接比較することができない。そこで，現

場で必要とされる ∆WC*は，堤体安定に必要な強度を現

場で達成できる ∆WC
Sとトラフィカビリティーの確保に

必要な強度を現場で達成できる ∆WC
Tを比較して，大き

い方の値となり，これに対応する強度が最終的に求める
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Fig.13 応力レベルσ3Cの影響を考慮した強度パラメータ

Strength parameters of crushed and compacted soil considering effect of

confining stress

Fig.14 砕・転圧土の強度パラメータとΔWCの関係

Relation between strength parameters and ∆WC of crushed and compacted soil

Fig.15 固結構造降伏応力σ’IPと粘着力 (c’)CC
LPの関係

Relation between yield cementing stress σ’IP and (c’)CC
LP



べき目標強度になる。次に，以上の具体的な手順を西大

谷ダムの堤体と底泥土の配合試験結果を例に説明する。

∆WC*=［∆WC
S ，∆WC

T ］max (5)

２　堤体の安定性に必要な強度と固化材添加量の決定

Fig.6に示した堤体の計画断面について堤体安定に必

要な砕・転圧土の強度は Fig.16の左側の手順に沿って

求められるが，これは砕・転圧土の強度パラメータをパ

ラメトリックに変えて安定計算を行い，堤体の安全率

FSと強度パラメータの関係を求め，FS≧1.20に相当する

値を逆算するものである。砕・転圧土の破壊規準はバイ

リニア型となるが，これを表示する強度パラメータは

Fig.15に示したようにΔWCと比例関係にある (c’)CC
LP，

(c’)CC
HPのみをパラメトリックに変え，∆WCの影響の少

ない (φ’)CC
LPと (φ’)CC

HPは計算の簡単化のために一定値

として与えるものとする。(c’)CC
HPの値はパラメトリッ

クに変えた (c’)CC
LPと式（3a）と式（3b）から得られる

(c’)CC
LPとの関係式

(c’)CC
HP

=(α－α’)/β’+(β/β’)・(c’)CC
LP

(6)

により与えるものとする。また，σ’IPは (c’)CC
LPに関係

させて式（4）により与えるものとする。

西大谷ダムの安定計算は常時満水位 FWL時に，この

地域で想定される地震力（震度係数 kH=0.18）を加えた

条件で行ったが，得られた FSと (c’)CC
LPの関係を Fig.17

に示す。(φ’)CC
LPと (φ’)CC

HPは一定値として Fig.14に示

した値に余裕をみた(φ’)CC
LP

=10˚，(φ’)CC
HP

=30˚とした。

また，既設堤体や堤体基礎地盤の土質パラメータは事前

の土質調査から求めた値あるいは推定した値を使用し

た。図から以下のことがわかる。(c’)CC
LPの値により破

壊モードが異なり，(c’)CC
LP≦40kN/m2の領域ではすべり

面が傾斜遮水ゾーン内を長く通る破壊モード である

のに対して，(c’)CC＞40kN/m2ではすべり面が傾斜遮水ゾ

ーン内を最短になるような破壊モード になってお

り，Fsへの (c’)CC
LPの影響が少なくなる。

堤体安定に必要な強度 (c’)CCStabilityは FS≧1.20を満足す

る (c’)CC
LPであるが，これを図から読み取ると

(c’)CCStability=(c’)CC
LP

=52kN/m2

となる（ (c’)CC
HPは式（ 6）より (c’)CC

HP
=4kN/m2）。

(c’)CCStabilityに対応するσ’IPは Fig.15あるいは式（4）か

らσ’IP≒80kN/m2となる。なお，安定計算上のすべり面

が通過する部分の応力レベルσ’は法面勾配が 1：2.5と

比較的緩く土被り深さが最大でも 5m程度なのでおおよ

そσ’≦76kN/m2とσ’≦σ’IPであったため，安定計算に

関係する強度パラメータは LP領域における値のみが対

象となった。

次に，(c’)CCStabilityを現場で達成するのに必要な ∆WC
Sは

室内配合試験と実施工との間の混合条件の相違等を補正

するために現場/室内強度比αFLにより強度割増をした

室内配合強度

(c’)CCStability/αFL=52×1.5=78kN/m2

に相当する値となるが，これは Fig.14の (c’)CC
LP～∆WC

B

A
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Fig.16 フィルダムにおける目標強度の設定と固化材添加量

の決定までの手順図（LD設計法）

Process to determine design strength and cement amount in repairing of

large fill-dam Fig.17 安全率 FSと砕・転圧土の粘着力 (c’)CCの関係

Relation between safety factor FS and internal cohesion (c’)CC of crushed

and compacted soil



関係を近似した式（3a）に上の値を代入して

∆WC
S
=117kg/m3

と求められる。αFLは固化材の混合にトレンチャー型撹

拌混合機（スラリー添加）を使用することを想定してα

FL=1/1.5（これまでの実績値 3)）とした。

３　トラフィカビリティーの確保に必要な強度と

固化材添加量の決定

築堤中における施工機械のトラフィカビリティーの確

保に必要とされる強度は Fig.16の右側の手順に沿って

ため池における方法4)と同様に算定される。本工法では

初期固化土を t=tS日目に解砕・転圧してから，直ちに撒

出し→敷均し→転圧をして築堤するので，トラフィカビ

リティーの確保に必要な強度が Fig.9に示した解砕・転

圧の当日 tCC=0日目の強度 (qu)CC0となる。(qu)CC0は「た

め池整備」16)に規定されているため池の堤体基礎地盤で

要求される機械施工が可能な地耐力（コーン指数

qC=490kN/m2が目安）を満足しなければならないとする

と，コーン指数 qCと一軸圧縮強さ quの関係式（qu=qC/7.5）
4)から

(qu)CC0=qC/7.5=65kN/m2 (7)

となる。したがって，トラフィカビリティー確保に必要

とされる目標強度 (qu)CCTrafficabilityは (qu)CC0が目標強度設定

日の t=10 日から解砕・転圧日 t S=3 日を差し引いた

tCC=t－tS=7 日目までに発揮される (qu)CC7となるから，

∆WCを変えて実施した tS=3日の砕・転圧土の配合試験

から得られる Fig.18の (qu)CC7～(qu)CC0関係より

(qu)CCTrafficability=143kN/m2

と推定される。(qu)CCTrafficabilityは式（2）から tS=3日に相

当する強度低下比 R3=0.49を用いて初期固化土の強度

(qu)ISTrafficability=(qu)CCTrafficability/R3=292kN/m2

に変換される。(qu)ISTrafficabilityを現場で達成するのに必要

な ∆WC
Tは，(c’)CCStabilityの場合と同様にαFLを考慮するこ

とで強度割増をした室内配合強度

(qu)ISTrafficability/αFL=438kN/m2

を Fig.19の w=wOにおける ∆WC～(qu)IS10関係を近似した

直線式の (qu)IS10に

∆WC=A+B・(qu)IS10 (8)

に代入すれば

∆WC
T
=103kg/m3

のように求められる。

４　現場での固化材添加量と管理強度値の決定

現場での ∆WC* は式（5）から堤体安定性に必要な

∆WC
Sとトラフィカビリティー確保に必要な ∆WC

Tを比

較して大きい方の値であるので，上述した（2）節と（3）

節の結果から

∆WC*=∆WC
S
=117kg/m3

となる。よって，∆WC*=∆WC
Sに対応する目標とする強度
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Fig.18 底泥土Ⅰ03による砕・転圧土の (qu)CC7と (qu)CC0の関係

Relation between (qu)CC7 and (qu)CC0 in crushed and compacted soil

Fig.19 底泥土Ⅰ03の ∆WCと (qu)IS10の関係

Relation between ∆WC and (qu)IS10 in initial stabilized soil



パラメータは (c’)CC
LP

=52kN/m2，(c’)CC
HP

=4kN/m2となる。

なお，もし ∆WC*が ∆WC
Tとなった場合には，∆WC

T

の値を式（3a）と式（3b）に代入すれば，これに対応す

る (c’)CC
LPと (c’)CC

HPが得られる。

現場での強度の管理は三軸圧縮試験による強度パラメ

ータにより行うことは時間とコストがかかりすぎるため

一軸圧縮強さをインデックスとして行うものとする。し

たがって，管理すべき強度 (qu)IS*は式（8）を(qu)IS10に

ついて整理した

(qu)IS10=(∆WC
S－A)/B (8’)

に ∆WC*=∆WC
Sを代入すれば (qu)IS10=(qu)IS*/αFL=533

kN/m2が得られるから，αFLより

(qu)IS*=533×αFL=355kN/m2

となる。これは式（2）から砕・転圧土状態での強度に

変換すると

(qu)CC*=(qu)IS*×R3=174kN/m2

になる。

フィルダムの場合でも現場での強度の管理値は上述の

(qu)IS*あるいは (qu)CC*のように一軸圧縮強さで行うが，

この値を確保できれば，Fig.19の (qu)IS10～∆WC関係と

Fig.14の (c’)CC
LP～∆WC関係から

(qu)IS*（=(qu)CC*/R3）⇒∆WC
S⇒(c’)CC

LP

のように∆WCを介した (qu)IS*（=(qu)CC*/R3）と (c’)CC
LPの

関係から堤体安定に必要な強度パラメータを確保できる

ことになる。

なお，∆WC*は，底泥土の wOに対して設定されてい

るので，固化前含水比 wが wOと差がある場合にはその

差に応じて加減しなければならないが，これは式（1）

と式（8）を組み合わせた

∆WC=A+B・[(qu)IS*/αFL]・(w/wO)
－b （9）

を利用しておこなった4), 5)。

５　ため池における設計法との比較

ため池の場合における目標強度と，これを現場で達成

するのに必要な ∆WCを決定するまでの手順
5)は Fig.20

のように示される（これを SD設計法という）。図からわ

かるように，フィルダムとため池における設計法の大き

な相違はフィルダムでは堤体安定に必要とされる強度の

算定に一軸圧縮強さ (qu)CCを使用していないことである。

ため池における堤体安定に必要な強度は Fig.20の左

側の手順に沿って以下のように設定される4), 5)。この場

合の砕・転圧土の強度は一般の土質改良工での取扱い12)

と同様に一軸圧縮強さ quにより表示し，また強度パラ

メータは内部摩擦角φ’を無視して（φ’を考慮する場合

もある），粘着力 c’だけを考慮しこれと (qu)CCとの間に

(c’)CC=(qu)CC/2 (10)

の関係が単純に成り立つものとしている。したがって，

堤体安定に必要な強度 (c’)CCStabilityはφ’=10˚（この例では

Fig.4に示したように (φ’)CC
LP≒20˚が発揮されていたの

で，これを無視せずに余裕をみた値として 10˚だけを考

慮した）として FS≧1.20を満足する (c’)CCを逆算すると

記述した（2）節と同様に (c’)CCStability=52kN/m2となるので

(qu)CCStability=2×(c’)CCStability=104kN/m2

となる。これに対して，トラフィカビリティーの確保に

必要な強度はため池においても（3）節のフィルダムの

場合と同じであるから (qu)CCTrafficability=143kN/m2となる。

したがって，目標強度 (qu)CC* は (qu)CCStabilityと

(qu)CCTrafficabilityを比較すると後者の方が大きいので

(qu)CC*=(qu)CCTrafficability=143kN/m2
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Fig.20 ため池における目標強度の設定と固化材添加量

の決定までの手順図（SD設計法）

Process to determine design strength and cement amount in repairing of

small earth dam



となる。(qu)CC* を現場で達成するのに必要とされる

∆WC*は（3）節の ∆WC
Tと同じで

∆WC*=103kg/m3

となる。

以上のように，同じ堤体改修であるが，Fig.18のフィ

ルダム版の LD設計法と Fig.20のため池版の SD設計法

とでは (qu)CC*と ∆WC*の値に

LD設計法：(qu)CC*=174kN/m2，∆WC*=117kg/m3

SD設計法：(qu)CC*=143kN/m2，∆WC*=103kg/m3

のような差が生じる。このような差は堤高Hが小さく堤

体安定に必要な強度 (qu)CCStabilityが低い場合には小さく実

用的には問題とならないが，堤高の大きい堤体のように

(qu)CCStabilityの値が高くなると無視できなくなる。この原

因は堤体安定に必要な強度 (c’)CCを (qu)CCとの間に式

（10）のような関係を使用しているためで，この関係は

土質力学的な合理性はなく図－21に示す砕・転圧土の

(c’)CC
LPと (qu)CCの関係（横線は (qu)CCの試験値の範囲を，

○印は平均値をそれぞれ示す）からわかるように強度レ

ベルが高くなるほど成立たなくなるためである。

本事例の堤体改修の基本計画が「ため池整備」14）に

よりなされたため，砕・転圧盛土工法の適用に当たって

も（qu）CC*とΔWC*はSD設計法による値を採用する

ことになった。したがって，施工中にはLD設計法で設

定された堤体安定に必要な強度パラメータが確保されて

いることを築堤面から採取した砕・転圧土のコア供試体

を採取し三軸圧縮試験により確認し，またこれと平行し

て既設堤体が有する強度特性の調査も行い,砕・転圧土

との比較も行うことにした。

Ⅶ　砕・転圧盛土工法の施工法

西大谷ダムは,先ず仮排水路,工事用道路や固化処理ピ

ットの造成やプラントヤードの整地などの仮設工事と,

これに並行して既設堤体と止水トレンチの掘削などの準

備工事を行ってから,底泥土の初期固化,初期固化土の解

砕,そして築堤の各工程を繰り返すことにより止水とレ

ンチ①1と傾斜遮水ゾーン①2の築造を一層毎に行った。

止水トレンチは既設堤体の前縁部に沿って掘削した

が,この掘削により発生した底泥土は池上流部に設けた

仮置きヤードに一旦ストックしておいてから使用した。

固化処理ピットは同一深さで底泥土の初期固化を効率よ

く行うために,当日初期固化分，1日目養生分，2日目養

生分，3日目解砕分，底泥土投入分の5個とした。ピッ

ト 1個の大きさは 1日の固化処理量約 270m3に相当する

幅 4.5m×深さ 2.5m×長さ約 25mとした。

初期固化工程は,固化ピット内に投入された底泥土に

セメント系固化材を添加して,これらを均一に混合して

tS=3日だけ初期固化させる工程である。固化材の底泥土

への添加と混合はトレンチャー型撹拌混合機により行う

が，これはスラリー化した固化材（水・固化材比

w/c=1.0）をトレンチャー先端部から一定流量で底泥土

中に吐出させて添加しながら撹拌して混合を行うもので

ある。Photo.3にはトレンチャー式撹拌混合機による初

期固化状況を示す。

解砕工程は期間 tSだけ経過した初期固化土をバケッ

ト式解砕機により掘削して規定の Dmaxで解砕しながら

不整地運搬車に積込みを行うものである。この解砕機は

Photo.4に示すような 0.7m3級バックホウの格子バケッ

トに最大力 200kNの押土プレートを装着し,格子バケッ

トで掘削した初期固化土を押土プレートにより格子間か

ら押出して解砕・積込みを行うものである（解砕能力は

約 50m3 /時間）。格子間隔は Dmaxの大きさ 200，100，

50mmの 3種類を設定することが可能である。

農業工学研究所　報告第 45号 （2006）12

Fig.21 砕・転圧土の (c’)CC
LPと (qu)CCの関係

Relation between (c’)CC
LP

and (qu)CC in crushed and compacted soil

Photo.3 底泥土の初期固化状況（トレンチャー式撹拌混合機）

Initial stabilization of muddy soil by trencher type mixing machine



西大谷ダムでは Dmaxを 100mmに規定したが,これは以

下の理由による。底泥土として池中央部上流側に堆積し

たやや粗粒分を含む底泥土Ⅱ03も使用することになるの

で,確実な遮水性を確保するために中位の最大粒径とす

るためである。また底泥土中には洪水時に流れ込んだ転

石が多く，100mm以上の石を除去するためにバケット式

解砕機を転用できるからである。Photo.5にはバケット

式解砕機による初期固化土の解砕・積込み状況を示す。

築堤工程では,固化処理ピットから運土されてきた解

砕土をバックホウで撒出し,ブルドーザで一定層厚ΔH

=30～35cm程度になるように敷均しをしてから,振動ロー

ラにより転圧して傾斜遮水ゾーンを1層毎に築造する工

程である。Photo.6に転圧状況を示す。ここで,解砕土の

撒出しにバックホウを使用するのは均一な堤体築造のた

めに粒径の大きい粒子が偏在しないように,かつ一定の

層厚になるようにするためである。

西大谷ダムでの転圧回数は試験盛土を実施して，

Dmax=100mmの解砕土を撒出し厚 ∆=25cmの試験盛土を

0.7m3級バックホウ（撒出し用），11t級ブルドーザ（敷

均し用）と 10t級振動ローラを用いて行い,所要の強度と

遮水性を達成できる回数 N=6回を決定した。

Ⅷ　築造した傾斜遮水ゾーンの強度特性の確認

１　一軸圧縮試験による強度確認

Fig.22には築造した傾斜遮水ゾーンの強度を確認する

ために，∆V≒1 500m3毎に築堤面から 3本以上のコア供

試体（D/H≒75mm/150mm）を不撹乱状態で採取し，目

標強度の設定日 t=tS+tCC=10日に相当する tCC=10－3=7日

目に実施した一軸圧縮試験から求めた強度 (qu)CC7と累積

築堤土量 Vの関係を示す。図中の○印は複数供試体か

ら得られた (qu)CC7の平均値を示し，縦線の上・下端は最

大・最小値の範囲をそれぞれ示している。さらに，図中

には目標強度 (qu)CC*の上・下限値の範囲 (1.0～1/αFL)・

(qu)CC*を示してある。上限値の設定は砕・転圧土による

新設堤体部が必要以上の強度になり，既設堤体間との間

に極端な強度や変形性の相違が生じないようにするため

である。図から，各築堤段階での (qu)CC7は最大・最小値

は，上・下限値の範囲を外れる例もあるが，その平均値

は上・下限値の範囲内にあり，また LD設計法による設

定された管理強度値 (qu)CC*=174kN/m2に近い値であり，

傾斜遮水ゾーンが全体的に所要の強度範囲にあるものと

判断できる。

次に，Fig.23には，初期固化土と砕・転圧土の約 1ヶ

月までの経過期間 tによる強度発現状態を確認するため

に，V≒10 500m3まで築堤した段階で固化処理ヤードの

初期固化土地盤と砕・転圧土からなる築堤面からそれぞ

れの採取したコア供試体の一軸圧縮試験から求めた初期

固化土の (qu)CC～t=tS関係（●印）と砕・転圧土の (qu)CC

～t（=tS+tCC）関係（○印）をそれぞれ示す。図から，

(qu)ISと (qu)CCは配合試験結果と同様にtとともに増加し

てゆくが，t=tS+tCC=10日目以降に増加傾向が急激に低下

してくることがわかる。また，初期固化土の強度 (qu)IS
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Photo.4 解砕バケット（スケルトンバケット＋押土板）

Bucket type crusher（skeleton bucket with pushing plate）

Photo.5 初期固化土の解砕・積込み状況（バケット式解砕機）

Crushing of initial-stabilized soil by bucket type crusher

Photo.6 振動ローラによる転圧状況

Compacting by vibratory compacting roller



のバラツキ範囲は大きいが，砕・転圧土の強度 (qu)CCの

バラツキ範囲は (qu)ISの場合のおおよそ半分程度まで小

さくなっている。このような強度バラツキは固化材スラ

リーの混合ムラや底泥土の wの変動などに起因してい

ると考えられるが，本工法は固化処理土を使用している

ものの，単に初期固化させただけの場合よりも，砕・転

圧土としたことで強度のバラツキがより小さい堤体を築

造できることが理解できよう。

２　三軸圧縮試験による強度パラメータの確認

Fig.24には，V≒14 000m3までの築堤面から不撹乱状

態で採取した砕・転圧土のコア供試体（ t = t S＋

tCC=3+7=10日）の応力範囲σ3C=25～392kN/m2において

5段階のσ3Cで実施した非排水三軸圧縮試験から得られ

た（σ1－σ3），u～ε1関係を示す。また，Fig.25には

（σ1－σ3）～ε1曲線のε1=15％時の偏差応力値（σ1－

σ3）15と u15によるMohrの有効応力円をバイリニア型の

破壊規準で近似した時の強度パラメータ，つまりσ’≦

σ’IPの LP領域での（(c’)CC
LP，(φ’)CC

LP）とσ’＞σ’IPの

HP領域での（(c’)CC
HP，(φ’)CC

HP）を示す。これらの図

から，砕・転圧土の応力～ひずみ曲線は配合試験により

得られた Fig.11と Fig.13と同様に応力レベルに関係な

く明確なピーク応力値が現れることなく通常の築堤土に

近いひずみ硬化型であり，また強度パラメータは LP領

域では (φ’)CC
LPが小さく，(c’)CC

LPが卓越した強度状態

にあることがわかる。このような築堤中に採取したコア

供試体の（(c’)CC
LP，(φ’)CC

LP）～V関係を Fig.26に示す。

図から，各築堤段階における (c’)CC
LPあるいは (φ’)CC

LP

は LD 設計法により設定された堤体安定に必要な値

(c’)CC
LP

=52kN/m2，(φ’)CC
LP

=10˚を満足していることがわ

かる。
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Fig.22 築堤中における砕・転圧土の強度 (qu)CC7

Strength (qu)CC7 of crushed and compacted soil under embankment

Fig.23 (qu)IS，(qu)CCと t（=tS+tCC）の関係（V≒10 500m3）

Strength (qu)IS and (qu)CC as curing time t (=tS+tCC）

Fig.24 砕・転圧土の (σ1－σ3)・u～ε1関係（V≒14 000m3）

Stress and strain relations of crushed and compacted soil

Fig.25 砕・転圧土の強度パラメータ（V≒14 000m3）

Strength parameters of crushed and compacted soil



Ⅸ　傾斜遮水ゾーンと既設堤体部の比較

砕・転圧土による傾斜遮水ゾーンは段切り掘削した既

設堤体法面に載るように築造され，さらにその外側には

既設堤体からの掘削発生土や池上流側からの礫質土によ

る半透水ゾーンで覆われるが，これらが互いに密着して

一体とした堤体となるためには砕・転圧土の強度・変形

特性とともに既設堤体及び半透水ゾーンのそれも重要で

あり，これらの間で極端な強度や変形性の相違が少ない

ことが望ましい。そこで，本章では砕・転圧土により築

造された傾斜遮水ゾーン①2と既設堤体土 Bとの間の強

度・変形特性の相違を調べた。

既設堤体部 Bにおける上流側法面の堤体土の粒度曲

線を Fig.27に示す。図中には半透水ゾーンに使用した

河川流入部付近に堆積していた上流側礫質土の粒度曲線

も示す。これらの堤体土と上流側礫質土はよく似たよう

な粒度にあるが，後者の方がやや粗粒側にある。また，

Fig.28にはこれらの既設堤体土と上流礫質土の締固め試

験（JIS A1210）から得られた締固め曲線をそれぞれ示

すが，既設堤体土は最大乾燥密度ρdmax=1865g/cm3，最

適含水比 wopt=13.6％で，また自然含水比 wn≒14％で wopt

よりやや湿潤側にあることがわかる。また，上流側礫質

土は既設堤体土よりもやや粗粒側にあり，ρdmaxも大き

く半透水ゾーンの築堤土として同等以上の特性にあるこ

とがわかる。

既設堤体部の強度・変形特性を三軸圧縮試験により調

べるために，コア供試体を Fig.29に示す位置（ELは標

高を表す）から不撹乱状態で採取した。コア供試体は既

設堤体土の最大粒径（Dmax=53mm）の大きさを考慮して

D/H≒200mm/400mmの大型コア供試体を肉厚 t=3mmの

鋼板からなる内径φ200mm×長さ 400mmの二つ割りモ

ールド内に納まるように削り出して採取した。Photo.7

には削出しにより採取中のコア供試体の状況を示す。
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Fig.26 築堤中における強度パラメータ（(c)CC
LP，(φ’)CC

LP）

Strength parameters of crushed and compacted soil under embankment

Fig.27 半透水ゾーンに使用した既設堤体土と上流側礫質土

の粒度曲線

Gradation curves of existing embankment soil and semi-permeable soil

（sandy-gravely soil deposited at upstream area）

Fig.28 半透水ゾーンに使用した既設堤体土と上流側礫質土

の締固め特性

Compaction curves of embankment soil in semi-permeable zone

Fig.29 既設堤体部Bにおける不撹乱コア供試体の採取位置

Sampling position of undisturbed specimen in zone B of existing

Embankment



Fig.30は既設堤体の大型コア供試体（採取位置 EL96m）

の非排水三軸圧縮試験から求めた (σ1－σ3)，u～ε1関

係を示す。図中にはコア供試体の密度ρdを示すが，既

設堤体は上述した締固め試験による既設堤体土のρdmax

から判断すると締固め度 DC（=(ρd/ρdmax)×100％）が

DC=93～97％の範囲にあり，40年以上前の施工を考え

るとバラツキがあるものの高い締固め度の状態にあるこ

とがわかる。Fig.31には Fig.30の (σ1－σ3)15と u15から

求めた有効応力表示の強度パラメータ（c’，φ’）を示

す。また，Fig.32はこのような試験を既設堤体の各位置

のコア供試体について実施して求めた（c’，φ’）と採

取位置 ELの関係を示す。図から，Fig.17に示した安定

計算に用いた既設堤体 B と C1 の強度パラメータは c’

Design=5～10kN/m2，φ’Design=30～35˚としたが，実際の値

はこれより高く平均的な値として c’ =15kN/m2，φ’=38˚

が期待できることがわかる。

既設堤体内のコア供試体の採取位置による相違を調べ

るために，Fig.33に既設堤体各位置から採取したコア供試

体のσ3=98kN/m2の三軸圧縮試験から求めた (σ1－σ3)，

u～ε1関係の比較を示す。これから，既設堤体の応力～

ひずみ曲線には堤体位置によりかなりの相違があり，同

一軸ひずみで発揮される応力に最大・最小で 2倍程度の

相違があることがわかる。このような差は築堤当時の材

料あるいは締固め程度の相違か，長年の固結化の進行程

度にも関係しているように考えられる。次に，これらの

既設堤体部と新設の傾斜遮水ゾーンの砕・転圧土

（t=tS＋tCC=10日）との間の強度・変形特性の相違を調べ

るために V≒14 000m3築堤時の築堤面から不撹乱状態で

採取したコア供試体のσ3=98kN/m2の三軸圧縮試験から

求めた (σ1－σ3），u～ε1関係を Fig.33に加えた比較を

Fig.34 に示す。コア供試体のデータのうち tCC=7 日の

砕・転圧土 aは Fig.24に示したうちのσ3=98kN/m2のデ

ータで，また tCC=181日の砕・転圧土 bは tCC=7日のコ

ア供試体と同時期に採取してから固化がほぼ収束するま

で放置したものである。図から，傾斜遮水ゾーンは既設

堤体部の範囲内にあり，これよりもバラツキが少なく，

低強度側の既設堤体土に近い応力～ひずみ挙動を示して

いることがわかる。砕・転圧土は Fig.32において見て

きたようなバラツキがあるので，堤体全体では両者とも

にほぼ似たようなバラツキ範囲にあるものと思われる。

そして，砕・転圧土と既設堤体土はともにひずみ硬化型

の応力～ひずみ曲線となっているので，堤体はすべり面

が通過する砕・転圧部と既設堤体部とでひずみに応じて

発揮される強度を単純に加算した形で抵抗して，極端な

変形集中によるクラックが生じにくいものと考えられ

る。

次に，同一位置 EL=96.0mにおける砕・転圧土からな

る遮水ゾーン①2と既設堤体土 Bとの間の変形性を比較

するために，①2と Bの (σ1－σ3)～ε1曲線のε1=1.0％

において発揮される (σ1－σ3)1.0から求めた変形係数
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Photo.7 既設堤体部 Bからの大型コア供試体の採取状況

Sampling of undisturbed large-size specimen from zone B

Fig.30 既設堤体土（EL96.0m）の応力～ひずみ関係

Stress and strain curves of existing embankment (EL96.0m)

Fig.31 既設堤体土（EL96.0m）の強度パラメータ（c’, φ’）

Strength parameters of existing embankment (EL96.0m)



E1.0=(σ1－σ3)1.0/(ε1/100) (11)

とσ3Cの関係を Fig.35の両対数グラフ上にプロットし

てある。

図から，E1.0～σ3C関係は砕・転圧土と堤体土のどち

らも両対数上でほぼ直線で近似できるが，砕・転圧土の

E1.0は応力レベルによる影響が少ないことがわかる。こ

れは砕・転圧土の強度が固化材による化学的な固結強度

による粘着力成分の卓越した特性を有しているためと考

えられる。また，砕・転圧土と堤体土の E1.0の差は応力

レベルの低い領域では砕・転圧土が大きいが，応力領域

が高くなるとこの傾向が逆転し，既設堤体どの変形性が

大きくなる。しかし，両者間の変形係数の差は小さく，

傾斜遮水ゾーン内の土被りはせいぜい 5m程度であるか

ら（応力レベルは最大でも約 76kN/m2），この範囲では

両者はほとんど同レベルの変形性にあるといえる。

ため池における既設堤体は一般にフィルダムの既設堤

体に比べると低強度の状態にあり，砕・転圧土部の変形

性は既設堤体部よりも高い状態にある例が多い（その差

は2倍程度かそれ以上のこともある）7), 8)。これまで，た

め池では既設堤体土に比較して砕・転圧土の強度が高く

なり過ぎないように注意していたが，西大谷ダムでは堤

体が強度的に優れているので，既設堤体土に対する砕・

転圧土の変形性の相違を気にする必要がないことがわか

る。このことは,堤高の大きいフィルダムでは堤体安定

谷　茂：老朽化フィルダムにおける固化処理した底泥土を用いた堤体改修の設計法 17

Fig.32 既設堤体土の強度パラメータと堤体位置（EL）の関係

Strength parameters of existing embankment

Fig.33 既設堤体土の応力～ひずみ関係の堤体位置（EL92～

96m）における相違

Comparison of stress and strain curves of existing embankment

Fig.34 砕・転圧土（V≒14 000m3）と既設堤体土（EL92～

96m）における (σ1－σ3)・u～ε1関係の比較

Comparison stress and strain curve between crushed and compacted soil

and existing embankment

Fig.35 砕・転圧土と堤体土の E1.0～σ3C関係の比較（EL96.0m付近）

Comparison of stiffness between crushed and compacted soil and existing

embankment



のためにしっかりした築堤土により築造されており ,

砕・転圧土と既設堤体土の間の強度や変形性の相違が少

なく,砕・転圧土が既設堤体の改修に使用する築堤土と

してため池の場合よりも相性が良いことを示唆している

と言えよう。

Ⅹ　結　言

砕・転圧盛土工法は老朽化ため池における堤体改修法

として開発されたもので，近傍で所要の強度と遮水性を

有する築堤土を入手できない場合でも，貯水池内の底泥

土を築堤土として有効活用して，底泥土の除去処分と堤

体改修を同時に可能にしたものである。本工法は底泥土

を固化処理して遮水性を確保しつつ所要の強度を有する

築堤土を人工的に製造できることから急勾配法面での堤

体改修を可能にし，ため池より規模の大きい堤高 15m

超のフィルダムの堤体改修に適用すれば通常の築堤土を

用いる場合に比較してより経済的な改修が期待できる。

しかしながら，ため池における砕・転圧盛土工法の設計

法では，堤体安定に必要な固化処理底泥土の目標強度は

粘着力 c’と一軸圧縮強さ quの関係を c’=qu/2としている

など，フィルダムのように堤高の大きい堤体に適用する

には土質力学的に不合理な面があった。

本論文では，フィルダムの堤体改修における固化処理

底泥土の堤体安定に必要な強度を設定するための新しい

設計法（LD設計法）を提案したもので，これは三軸圧

縮試験による強度パラメータ（c’,φ’）に及ぼす応力レ

ベルの影響を考慮するためのバイリニア型破壊規準によ

る強度パラメータを採用したこと，従来の設計法（SD

設計法）における問題点である堤体安定に必要な強度レ

ベルが高くなるほど土質力学的な不合理性が増す砕・転

圧土の (c’)CCと (qu)CCの関係式：(c’)CC=(qu)CC/2を使用せ

ずに，堤高の大きさに関係なく，通常土によるフィルダ

ム堤体の安定計算法との整合をとれるようにしたもので

ある。

ここでは LD設計法の西大谷ダムへの適用事例を示し

たが，LD設計法による強度パラメータが従来の SD設

計法で設定した目標強度と固化材添加量でも達成された

ことが確認できた。このことは，本事例がフィルダムと

しては堤高が低く，堤体の法面勾配も緩いため，堤体安

定に必要な砕・転圧土の強度レベルが低く，(c’)CC=(qu)CC/2

がほぼ成立つ範囲にあること，また現場室内/強度比αFL

により強度割増をして実施工での混合がうまくできてい

たことなどが理由と考えられる。今後，さらに堤高の大

きい，あるいは急勾配法面の堤体をもつフィルダムへの

適用実績を重ねながら問題点を改良して，より合理的な

設計法を確立してゆくつもりである。

最後に，本研究を実施するあたり現場試験の実施やコ

ア供試体の採取などに多大な支援をいただいた静岡県中

遠農林事務所の関係者諸氏に謝意を表するものである。
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Design Method to Reinforce Old Fill-dam Embankment 

Using Cement-mixed Muddy Soil

Shigeru TANI，Shinji FUKUSHIMA，Akira KITAJIMA and Kohji NISHIMOTO

Summary

Most of old fill-dams were mostly accumulated with the muddy soil that caused the water pollution and the loss of

water capacity. In order to make efficient use of the muddy soil as the embankment soil for reinforcing the damaged

embankment, we have developed a new method to repair the old small earth dam embankment by means of the cement-

stabilized muddy soil. This repairing method is applicable to the reinforcement of the fill-dam embankment (H≧15m)

larger than the small earth dam embankment (H＜15m).

In this paper, we propose the design method to reinforce the old fill-dam embankment by constructing the sloping

core and shell zones by cement-mixed muddy soil. The strength parameters (c’,φ’) by tri-axial compression test is

adopted  to evaluate the stability of the reinforced embankment slope that compose of the existing embankment and

sloping zones constructed by cement-mixed muddy soil in this design method.
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